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１．平成 26 年度酪農教育ファーム活動事業実績
（１）酪農教育ファーム認証牧場の推移
　年度当初の認証牧場数は299牧場であったが、う
ち18牧場が廃業等によって減少する一方、新たに
認証を取得した牧場が12牧場あったため、年度末
には293牧場となる見込みである（表１）。

（２）酪農教育ファームファシリテーターの推移
　年度当初の酪農教育ファームファシリテーター数
は602名であったが、84名が退職や認証期間満了
等により減少する一方、新たに57名が認証を取得
し、年度末には574名（本会議管理を含めると576名）
となる見込みである（表２）。

（３）認証牧場での受入実績
　26 年度上期は、受入件数 13,288 件（前年比
38.0％）、受入人数347,902人（同92.4％）と減少し
ている（表３）。減少の要因としては、①調査票回
収率の低迷、②受入実績の多い牧場の調査票未提出、
③認証牧場の減少などが挙げられる。

（４）出前授業の実施実績
26年度上期に出前授業を実施したファシリテーター
は45名、実施件数は136件となり、25年度に比べ
て減少した。要因としては、①調査票回収率の低迷、
②ファシリテーター数の減少が挙げられる。

（５）ファシリテーターの認証研修会
　研修会実施に当たっては、酪農教育ファーム活動
の背景や意義、酪農教育ファームファシリテーター
の役割といった従来から実施してきた内容に加え、
安全・衛生対策の時間の充実（受講者参加型を一部
取り入れ）やチームワークワークに関するワーク
ショップの導入など、新たな試みも取り入れた。
　研修会は、札幌（平成27年１月15日～ 16日）、
東京（同１月29日～ 30日）、大阪（同２月19日～ 20日）
の３会場で開催し、計57名の参加を得た。

（６）ファシリテーターのスキルアップ研修会
　25年度から、地域推進委員会が主催するスキルアップ研
修会が開催されることとなり、２年目となる26年度は、全
国推進委員会主催で５回（北海道会場、東北会場、関東会
場２回、九州会場）、地域推進委員会主催で３回（北陸、東
海、四国）の計８回開催された。
　全国推進委員会主催の研修会では、口蹄疫発生以降、安
全・衛生のリスクを念頭に置きながら、酪農家と乳牛、あ
るいは酪農家のみが派遣されて、子どもたちに授業を行う
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平成26年度酪農教育ファーム推進委員会の概要

　本会議は３月 24 日、酪農教育ファーム推進委員会を開催し、平成 26 年度酪農教育ファーム活動事業報
告並びに平成 27 年度同事業計画を協議し、決定した。また、平成 26 年度に設置した酪農教育ファーム専
門委員会で、今後の酪農教育ファーム活動の方向性などを協議し、本年９月を目途に取りまとめることとした。

出前授業が全国的に行われるようになってきた情勢を踏ま
え、出前授業に着目し、牧場における酪農体験と合わせて
酪農家同士で意見、情報交換をすることで酪農体験の質を
高め、スキルアップを目指した。一方、地域推進委員会主
催の研修会では、地域の教育関係者を講師に迎え、地域独
自の研修プログラムにより、酪農体験の質を高め、スキル
アップを目指した。

（７）酪農家と教師の「出会いの場」作りのための研究会等
　25年度に引き続き、各地域推進委員会が主体となり、認
証牧場・ファシリテーターと教育関係者との「出会いの場」
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作りとして、酪農体験等を盛り込んだ研修会や情報交換会
を開催した。
　また、広報活動の一環として、教育関係者に向け、業界
紙に現在のトピックである道徳との親和性をはじめ、教育
的効果や取り組んでいる酪農家の思いなどを掲載し、酪農
教育ファーム活動への興味関心を高めるよう発信した。

２．平成 27 年度酪農教育ファーム活動事業計画
　平成27年度の酪農・国産牛乳乳製品理解促進広報活動は、
引き続き①酪農の実態や酪農家の意向の把握、②酪農や国
産牛乳乳製品の重要性の理解醸成、③酪農家・後継者を含
む酪農家の意識啓発を図ることを目的とし、「日本酪農の存
在意義」と「国産の牛乳乳製品の重要性」を訴求テーマと
して中長期的に実施することとしている。
　そこで平成27年度の酪農教育ファーム活動については、
これを踏まえ、現行の認証制度及び推進体制のもと、防疫・
安全・衛生に留意し、以下の活動を着実に実施することと
する。

（１）活動の量的拡大・面的普及を図る事業
１）認証制度の適切な運営と認証審査・研修会の実施
　新規ファシリテーター及び牧場の認証については、6月
頃～11月末に指定団体を通じて募集。認証審査委員会の審
査は12月中に実施。認証研修会は１～2月に全国3か所程
度で開催。
２）酪農教育ファーム認証に係る広報活動等の実施
　交流活動を行っている牧場（オープンファーム）が酪農
教育ファーム認証を取得するよう情報を発信し、認証制度
等に関する説明会を地域単位で必要に応じて適宜開催。全
国段階においては、引き続き、酪農教育ファーム認証制度
の紹介や酪農教育ファーム活動の持つ多様な価値と効用に
ついて、教育関係者や酪農関係者への効果が期待される専
門誌等で情報を発信。また、全国の酪農関係者等が参集す
る場において、本活動の理解・浸透と認証取得への誘引を
行うことを検討。
３）酪農家と教師の「出会いの場」作りのための研究会や
情報交換会の開催
　酪農教育ファーム地域推進委員会が主体となって、地域
ごとに、認証牧場・ファシリテーターと教育関係者との「出
会いの場」として、共同の研修会や研究会、情報交換会を
引き続き開催。全国段階においては、酪農教育ファーム活
動を主体的に実践する教育関係者を育成し、活動の裾野を
広げていくことを目的として、首都圏を中心に幼稚園や小
中学校の現場の教師を対象とした研修会等を実施。
４）酪農教育ファーム活動の教育的効果に関する社会的認
知の促進
　過去の調査研究結果等の普及については、教育関係者や
酪農家・関係団体等に新聞・雑誌等のメディアを活用。社
会的認知や理解を深めるため、教育関係団体と連携した研
究会の開催等も模索。各種研究会やメディア等で効果的に
広報するための調査やツールについて検討。

（２）活動の質的な向上を図る事業
１）ファシリテーターに対するスキルアップ研修会の開催
　27年度に認証期限となるファシリテーターが受講できる
ように、スキルアップ研修会を8月～11月の間に全国、地
域で協力し、全国5会場（案：北海道、東北、関東、近中四国、
九州）で開催。多様な研修ニーズが存在することを認識し、
酪農教育ファーム活動をめぐる情勢を考慮した実践的な研

修プログラムを検討。
２）専門委員会の設置
　酪農教育ファーム活動を推進するに当たり、基本方針等
を検討するため、26年度に引き続き専門委員会を設置。27
年度の早い段階で最終的な取り纏めを行い、順次反映可能
なものから実行。専門委員会での協議に資するための情報
を収集・分析するため、認証牧場やファシリテーターへの
調査を必要に応じて実施。
３）教育関係者とファシリテーター等とのネットワーク構
築と実践活動の充実
　全国の教育関係者とファシリテーターの知見や活動成果
を共有し、ネットワークを構築するための研究会等を開催。
４）乳牛を用いない「出前授業」に係る支援の検討
　防疫上の課題やファシリテーターへの負担の軽減及び学
校現場でのニーズの存在などから、乳牛を用いない「出前
授業」について、実践に向けた研修会での対応や、支援素
材の作成等、可能な支援について実施。

（３）活動を円滑に推進する事業
１）衛生・防疫対策に関しての酪農教育ファーム活動
　引き続き、各研修会（全国及び地域）の中で安全・衛生
を重視。認証牧場の申請時の現地審査、または現地検査（３
年に１回）において、本会議が作成した生乳生産管理基準
及び作業手順またはこれに準じる安全・衛生対策を実施し
ているか等、細かくチェックできるように様式の変更を検
討。防疫・衛生対策に資する啓発ツール作成を検討。
２）推進委員会の開催
　事業の円滑な推進を図るため、適宜、全国推進委員会を
開催。全国推進委員会と地域推進委員会の合同会議につい
ては、重大な課題や制度変更など、全国・地域の連携や課
題の共有化が求められる場合に開催することとし、27年度
は実施しない。
３）地域推進委員会の開催及び活動の充実
　地域推進委員会は、酪農教育ファーム活動の事業計画を
作成して活動を推進。とくに、地域の教育関係者に対して
地域の認証牧場に関するきめ細かな情報を提供するととも
に、認証牧場と教育関係者との「出会いの場」作りを継続
して積極的に促進。認証牧場における酪農体験学習のため
の安全な活動環境を整備するとともに、活動現場の多様な
課題などの把握、個別課題への必要な支援を行うため、現
地調査・指導を実施。
４）ホームページなどの情報環境の整備や「感動通信」等
による各種情報の提供
　酪農教育ファームのホームページ（PC/携帯サイト）に
ついて、教育・酪農関係者双方が必要かつ最新な情報を取
得できるよう適切に管理。教育関係者やファシリテーター
等に対して、酪農教育ファーム活動に係る幅広い最新情報
を「感動通信」（年4回発行）等を通じて提供。
５）関係団体との連携の強化
　酪農教育ファーム活動の生産現場へのより一層の拡大・
充実を図るため、交流活動をおこなう酪農家の全国的なネッ
トワーク組織である地域交流牧場全国連絡会と連携。酪農
教育ファーム活動を実践する教育関係者の全国的な組織で
ある日本酪農教育ファーム研究会や、食育事業を推進する
酪農関連団体等とも連携し、効果的な事業を実施。


